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5　資料編

令和 5 年度福島ユニットセンター組織図
（令和 6年 3月31日現在）

大学事務局
（企画財務課、総務課）

学術ワーキンググループ

郡山事務所長
（長坂雄一）

事務長
（浜津美香）

【担当地域】
県中地域、県南地域

いわき地域、会津地域

【担当地域】
県北地域、相双地域

ＲＣ責任者
（徳永真由美）

事務長
（遠藤　洋）

ＲＣ責任者
（佐藤幸子）

福島本部事務所長
（橋本浩一）

センター長
（特任教授　橋本浩一） 地域運営協議会

副センター長
小児科学講座 教授　細矢光亮
公衆衛生学講座 教授　安村誠司
産科婦人科学講座 教授　藤森敬也
ふくしま子ども・女性医療
支援センター 教授　西郡秀和
郡山事務所長 特命教授　長坂雄一

リスク管理責任者（医科大学助手　佐藤晶子）
情報管理責任者　（産科婦人科学講座助手　福田冬馬）
情報管理責任者補佐（医科大学助手　尾形優香）
医学的相談責任者（センター長兼務）

事務局長 遠藤　洋 （兼福島本部事務所事務長）
事務局次長 安藤芳昭 （兼会計責任者）
事務局次長 浜津美香 （兼郡山事務所事務長）
ＲＣ統括責任者 佐藤幸子 （兼福島本部事務所ＲＣ責任者）

福島県立医科大学

郡山事務所 福島本部事務所

※事務局職員数４0 名（事務 19 名ＲＣ２１名）

{　　・福島本部事務所２０名（事務１０名ＲＣ１０名）
　　・郡山事務所　　２０名（事務　 9 名ＲＣ１１名）
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エコチル調査福島ユニットセンターの沿革

平成 22.1.12 ～ 15	 環境省、ユニットセンターを全国に公募
平成 22.31	 環境省、「子供の健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）基本計画」を公表
	 コアセンター（独立行政法人国立環境研究所）、エコチル調査を開始
平成 22.4.12	 環境省、本県を含む全国１５ユニットを選定
平成 22.11	 福島県立医科大学において福島ユニットセンターが本格稼働
　	 （センター長：安村誠司、執務室：公衆衛生学講座研究室）
平成 23.1	 ＲＣ職員を配置、エコチル調査の参加者登録（リクルート）開始
	 調査対象地区は、福島市、南相馬市、双葉郡の計１０市町村
平成 23.3.11 ～	 東日本大震災と東京電力福島第 1原子力発電所事故の発生
平成 23.4.19	 調査地区拡大（伊達市、伊達郡 3町）に関するコアセンターヒアリング
平成 23.5.9	 コアセンター運営委員会、調査地区拡大について承認
平成 23.5	 福島本部事務所を10号館 5階（旧カルテ庫）に整備
平成 23.6.7	 伊達市及び伊達郡 3町（桑折町、国見町、川俣町）のリクルート開始
平成 24.4	 調査対象地域拡大等のため職員を増員（事務 8人、RC6人）
平成 24.5.1	 福島市内に新町オフィスを開設
平成 24.6	 本県の調査対象地域を県内全域に拡大することを決定
	 （環境省の予算的、人的サポートのほか国の主体的活動、各種支援業務の実施が前提）
平成 24.7	 橋本浩一センター長の体制に移行
平成 24.8	 副センター長兼郡山事務所長（環境省より出向）、次長兼郡山事務所事務長（郡山市OB）を配置
平成 24.9	 郡山事務所を開所し、その支所を白河市、会津若松市、いわき市に設置
平成 24.9.4	 10 月からのエコチル調査全県化について記者発表
平成 24.10	 調査対象地域を県内全 59市町村に拡大、リクルート開始
	 職員を増員（平成 25年度の人員体制：職員約６０人、派遣職員約１０人）
平成 25.6	 事務局長兼福島本部事務所事務長（福島県OB）を配置
平成 25.10	 次長兼会計責任者（福島市OB）、郡山事務所 RC責任者を配置
平成 26.3	 参加者登録（リクルート）の終了
	 参加者謝礼として電子マネー (nanaco)を導入
平成 26.10	 詳細調査のリクルート開始
平成 26.11	 詳細調査のうち訪問調査（生活環境調査）を開始
平成 26.12	 11 月末で郡山事務所の 3支所を廃止、協力医療機関における常駐業務も終了
	 これに伴い郡山事務所の職員数を縮減（平成 26年度末は本部事務所と合せ職員 39人）
平成 27.4	 詳細調査のうち医学的検査・精神神経発達検査を開始
	 大学事務局（企画財務課）から職員を配置
平成 27.10	 プロジェクト教員を配置
平成 29.1.30	 1 月 29日で新町オフィスを閉鎖し、現在の場所に業務を集約
平成 31.4	 全体調査のうち学童期検査（小学校 2年生対象）を開始
令和 2.2	 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、対面調査を中止
	 （再開：学童期検査 8月、詳細調査 9月、その後も感染状況を踏まえ弾力的に対応）
令和 3.6	 令和 3年福島県沖地震で被災した郡山事務所を移転
令和 4.7	 参加者が 18歳に達する令和 14（2032）年度までユニットセンターの設置・運営の継続を決定
令和 5.4	 全体調査のうち学童期検査（小学校 6年生対象）を開始
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エコチル調査協力医療機関・施設一覧
1）協力医療機関（リクルート・妊娠・出産・出産後 1か月調査）

エリア 協力医療機関名 所在地 担当
1

県北

日本赤十字社　福島赤十字病院 福島市

福島本部
事務所

2 医療法人　明治病院 福島市
3 医療法人　いちかわクリニック 福島市
4 医療法人　ささや産婦人科 福島市
5 （医）ABCクリニック　新妻産婦人科 福島市
6 本田クリニック産科婦人科 福島市
7 済生会福島総合病院 福島市
8 一般財団法人大原記念財団　大原綜合病院 福島市
9 公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市
10 大川レディースクリニック 福島市
11 菅野産婦人科医院 福島市
12 セイントクリニック 伊達市 閉院
13 二本松ウイメンズクリニック 二本松市
14 社会保険福島　二本松病院（現：JCHO二本松病院） 二本松市 平成25年3月31日終了
15 渡辺医院 二本松市
16 医療法人　慈久会　谷病院 本宮市
17

県中

たなかレディースクリニック 郡山市

郡山
事務所

18 医療法人　岡崎産婦人科（現：岡崎バースクリニック） 郡山市
19 公益財団法人湯浅報恩会　寿泉堂綜合病院 郡山市
20 塚原産婦人科内科外科医院 郡山市
21 トータルヘルスクリニック 郡山市
22 一般財団法人太田綜合病院附属 太田西ノ内病院 郡山市
23 公益財団法人　星総合病院 郡山市
24 一般財団法人脳神経疾患研究所附属　総合南東北病院 郡山市
25 古川産婦人科医院 郡山市
26 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
27 小森山産婦人科医院 須賀川市 閉院
28

県南

片倉医院産科婦人科 白河市
29 福島県厚生農業協同組合連合会　白河厚生総合病院 白河市
30 福島県厚生農業協同組合連合会　塙厚生病院 東白川郡
31 岩佐医院 茨城県久慈郡 福島県民のみリクルート
32

会津

舟田クリニック産科婦人科 会津若松市 閉院
33 一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
34 一般財団法人温知会　会津中央病院 会津若松市
35 JA福島厚生連　坂下厚生病院 河沼郡
36

相双

医療法人　あらき産婦人科クリニック 相馬市

福島本部
事務所

37 南相馬市立総合病院 南相馬市
38 レディースクリニックはらまち 南相馬市
39 西潤マタニティクリニック 南相馬市
40 原町中央産婦人科（現：南相馬中央医院） 南相馬市
41 医療法人社団青空会　大町病院 南相馬市
42 双葉厚生病院 福島市飯坂
43 今村クリニック 双葉郡浪江町
44 公立相馬総合病院 相馬市 新生児搬送時の検体採取のみ
45

いわき

医療法人栄真会　村岡産婦人科医院 いわき市

郡山
事務所

46 渡辺産科婦人科 いわき市

47 かたよせクリニック産科・婦人科
（現：医療法人かたよせウイメンズクリニック） いわき市

48 NOBUマタニティクリニック いわき市 転院による検体採取のみ
49 いわき市立総合磐城共立病院（現：いわき市医療センター） いわき市
50 森田泌尿器科産婦人科医院（現：森田泌尿器科医院） いわき市
51 つくだ町産婦人科医院 いわき市 閉院
52 月川レディースクリニック いわき市
53 佐藤マタニティー・クリニック いわき市

（令和６年３月３１日現在）
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2）詳細調査協力医療機関および協力施設　　は令和 5年度協力医療機関
エリア 協力医療機関名 所在地 担当

1

県北

公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市

福島本部
事務所

2 一般財団法人大原記念財団　大原綜合病院 福島市
3 公立藤田総合病院 国見町
4 医療法人　いそめこどもクリニック 福島市
5 医療法人　いちかわクリニック 福島市
6 医療法人　おひさま子供クリニック 福島市
7 医療法人　竹内こどもクリニック 福島市
8 医療法人武田小児科 伊達市
9 土川内科小児科 二本松市
10 相双 公立相馬総合病院 相馬市
11 医療法人彗生会　菜のはなこどもクリニック 相馬市
12

県中

一般財団法人太田綜合病院附属　太田西ノ内病院 郡山市

郡山
事務所

13 公益財団法人　星総合病院 郡山市
14 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
15 医療法人はぐくみ　いいもり子ども医院 郡山市
16 医療法人　健生会　おおがクリニック 郡山市
17 医療法人　おおのこどもクリニック 郡山市
18 医療法人　かわなこどもクリニック 郡山市
19 医療法人仁寿会　菊池医院 郡山市
20 医療法人　久米こどもクリニック 郡山市
21 医療法人英徳会　さかい小児科クリニック 郡山市
22 医療法人喜信会　じんキッズクリニック 郡山市
23 医療法人宣誠会　すみこしこどもクリニック 郡山市
24

県南

福島県厚生農業協同組会連合会　白河厚生総合病院 白河市
25 塙厚生病院 塙町
26 医療法人健恵会　ねもとキッズクリニック 白河市
27 医療法人　わたなべ子どもクリニック 白河市
28

会津

一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
29 福島県厚生農業協同組合連合会　坂下厚生総合病院 会津坂下町
30 医療法人　いとう子どもクリニック 会津若松市
31 医療法人清信会　やまみこどもクリニック 会津若松市
32 南会津 福島県立南会津病院 南会津町
33

いわき

いわき市医療センター いわき市
34 子どもの家 いわき市
35 第二子どもの家Ｍ・Ａ・Ｙ いわき市
36 あおぞらキッズクリニック いわき市
37 医療法人　森のこどもクリニック いわき市
38 医療法人　おおはらこどもクリニック いわき市
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3）疾患情報登録協力医療機関　　は令和 5年度協力医療機関
エリア 協力医療機関名 所在地 担当

1

県北

一般財団法人　大原記念財団　大原綜合病院 福島市

福島本部
事務所

2 公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市
3 福島医療生活協同組合　医療生協わたり病院 福島市
4 日本赤十字社　福島赤十字病院 福島市
5 医療法人　湖山荘　あずま通りクリニック 福島市
6 医療法人　慶愛会　文化通りやぎうちクリニック 福島市
7 福島県中央児童相談所 福島市
8 医療法人　いそめこどもクリニック 福島市
9 いがらしキッズクリニック 福島市
10 ほりこし心身クリニック 福島市
11 すえなが内科小児科医院 福島市
12 公立藤田総合病院 国見町
13 こばやし子ども・内科クリニック 伊達市
14 医療法人　湖山荘　福島松ヶ丘病院 伊達市
15 医療法人　クラプトン　佐久間内科小児科医院 二本松市
16 森小児科医院 二本松市
17 医療法人　落合会　東北病院 本宮市
18

相双

すぎやまこどもクリニック 相馬市
19 公立相馬総合病院 相馬市
20 公益財団法人　金森和心会　雲雀ケ丘病院 南相馬市
21 ほりメンタルクリニック 南相馬市
22

県中

公益財団法人　星総合病院 郡山市

郡山
事務所

23 福島県総合療育センター 郡山市
24 公益財団法人金森和心会　針生ヶ丘病院 郡山市
25 一般財団法人　太田綜合病院附属　太田西ノ内病院 郡山市
26 医療法人稔聖会　こおりやまほっとクリニック（閉院） 郡山市
27 医療法人慈圭会　すがのクリニック 郡山市
28 社会医療法人　あさかホスピタル 郡山市
29 公益財団法人湯浅報恩会　寿泉堂綜合病院 郡山市
30 一般財団法人太田綜合病院附属　太田熱海病院 郡山市
31 一般財団法人脳神経疾患研究所附属　総合南東北病院 郡山市
32 南東北医療クリニック 郡山市
33 医療法人　わんぱくさいとうこども医院 郡山市
34 医療法人明信会　今泉西病院 郡山市
35 公立岩瀬病院 須賀川市
36 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
37 県南 福島県厚生農業協同組合連合会　白河厚生総合病院 白河市
38 福島県立矢吹病院（現：福島県立ふくしま医療センターこころの杜）矢吹町
39

会津

公立大学法人福島県立医科大学　会津医療センター 会津若松市
40 一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
41 医療法人明精会　会津西病院 会津若松市
42 一般財団法人温知会　会津中央病院 会津若松市
43 医療法人昨雲会　飯塚病院 喜多方市
44

いわき
公益財団法人磐城済世会　舞子浜病院 いわき市

45 いわき市医療センター いわき市
46 医療法人　おおはらこどもクリニック いわき市
47

県外

公立昭和病院 東京都

福島本部
事務所

48 生育医療研究センター 東京都
49 順天堂大学医学部附属　練馬病院 東京都
50 東京北医療センター 東京都
51 山形大学医学部附属病院 山形県
52 茨城県立こども病院 茨城県
53 自治医科大学附属病院 栃木県
54 新潟県立中央病院 新潟市
55 仙台医療センター 宮城県
56 仙台赤十字病院 宮城県
57 東北大学病院 宮城県
58 宮城県立こども病院 宮城県
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4) 学童期検査協力医療機関　　は令和 5年度協力医療機関
エリア 協力医療機関名 所在地 担当

1

県北

一般財団法人大原記念財団　大原綜合病院 福島市

福島本部
事務所

2 日本赤十字社　福島赤十字病院 福島市
3 公立藤田総合病院 国見町
4 医療法人　いそめこどもクリニック 福島市
5 医療法人　いちかわクリニック　 福島市
6 医療法人　おひさま子供クリニック 福島市
7 医療法人社団真子会　すやま小児科 福島市
8 きらり健康生活協同組合　とやのクリニック 福島市
9 都小児科医院 福島市
10

県中

一般財団法人太田綜合病院附属　太田西ノ内病院 郡山市

郡山
事務所

11 公益財団法人　星総合病院 郡山市
12 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
13 医療法人はぐくみ　いいもり子ども医院 郡山市
14 医療法人　かわなこどもクリニック 郡山市
15 医療法人　久米こどもクリニック 郡山市
16 医療法人英徳会　さかい小児科クリニック 郡山市
17 医療法人喜信会　じんキッズクリニック 郡山市
18 医療法人宣誠会　すみこしこどもクリニック 郡山市
19 医療法人　渡辺美佳子こどもクリニック 郡山市
20 医療法人　わんぱくさいとうこども医院 郡山市
21 医療法人　東部台こどもクリニック 田村市
22

県南

福島県厚生農業協同組合連合会　白河厚生総合病院 白河市
23 医療法人健恵会　ねもとキッズクリニック 白河市
24 医療法人　わたなべ子どもクリニック 白河市
25 医療法人　みうら小児クリニック 白河市
26 医療法人健恵会　にしごうキッズクリニック 西郷村
27

会津

一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
28 福島県厚生農業協同組合連合会　坂下厚生総合病院 会津坂下町
29 医療法人清信会　やまみこどもクリニック 会津若松市
30 扇町渡部小児科・アレルギー科医院 会津若松市
31 医療法人社団大志会 矢吹医院 猪苗代町
32 南会津 福島県立南会津病院 南会津町
33

相双
公立相馬総合病院 相馬市

福島本部
事務所

34 南相馬市立総合病院 南相馬市
35 すぎやまこどもクリニック 相馬市
36 医療法人彗生会　菜のはなこどもクリニック 相馬市
37

いわき

いわき市医療センター いわき市
郡山
事務所

38 あおぞらキッズクリニック いわき市
39 医療法人　おおはらこどもクリニック いわき市
40 福田小児科医院 いわき市
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エコチル調査に係る業務全般に関する PDCA サイクルにおける取組状況
（令和 5 年 4 月～令和 5 年 9 月末時点）

調査実施機関名：福島ユニットセンター
評価時点 令和 5年 10月31日

回答者 氏名（　橋本　浩一　）
役職（　准教授／特任教授　ユニットセンター長　）

※計画実施欄の番号右側 (　) 内記号定義　K：Kaizen（計画拡充・改善）　N：New（新規計画）

ア．参加者の調査参加へのモチベーション維持や質問票回収率の維持・向上の取組

（Ｐ）計画
（Ｄ）実施

　従来の取組に加え、13歳以降調査に向け参加児とのコミュニケーションの機会を増やし、
深めることにより、子ども達のエコチル調査に対するポジティブな参加意識の形成を目指した。

〇計画１(K)　参加者の調査参加へのモチベーション維持
指標　現参加者の減少を年 1％以内とどめることができる（参加者数維持）

取組 1-１(N) ｜ 13 歳以降調査継続に向けたオリジナル・エール集作成配付
　小学 6年生児童へ向け、ユニットセンターからこれからも調査を通じて見守っていることを
伝える応援メッセージを込めた、オリジナル・エール集「キミたちへ贈る言の葉」（図 1）を
作成し、小学 6年学年質問票へ同封した。

取組 1-2(N) ｜ 13 歳以降調査継続同意率向上
　より多くの方に13歳以降調査にご協力いただくため以下を計画実施した。
▪参加者ポータル・アカウント情報郵送時プレゼント同封：参加者ポータル・アカウント情報

受領率を高めるため、LEDライトを同封した。
▪返戻されたアカウント情報再送の工夫：再送を2回実施した。郵送前にSMSにて郵便物発

送のお知らせと受取りのお願いをし、また、自宅へ配達された際に受取りができるよう、到
着が週末になる日程で発送した。

▪時間外電話相談日の設置：平日夜間、土日昼間の時間帯に10日間設定し、日程のお知ら
せを小学 6年学年質問票に同封して案内した。

取組 1-3(K) ｜ふれあい会（参加者対象イベント）の開催（オンライン）
　今年度は、郡山女子大学家政学部と協同し、参加児の食 (栄養 ) への基本知識や興味が高
まるよう、身近なお弁当作りのポイントやレシピ紹介動画（図 2）を作成し、7月から8月に
かけて配信した。
　参加者と双方向の交流充実を図り、１）弁当箱プレゼント（事前）、２）マイ弁当ワークシート
（図 3）を募集し、提出した参加児へ、後日 ｢栄養アドバイス｣ を返却した。また、マイ弁当
フォトを募集し、ニューズレター等に掲載予定とした。

取組 1-4(K) ｜環境セミナー（第 6 回）の開催（ハイブリッド）
　参加者親子と環境課題を学び合う機会として、近年は県内環境関連施設の専門家を講師に
迎え継続開催している。今年度は、福島県環境創造センター交流棟（愛称：コミュタン福島）
の協力により「SDGs 基礎編～クイズに答えながら楽しくSDGsを学ぼう～」をテーマに令和
6年 2月にハイブリッド形式で開催し、撮影した動画を配信予定である。
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取組 1-5(K) ｜子どもアンケート回答お礼メッセージ（媒体変更（図 4））
　子どもとのコミュニケーションの機会として、回答への感謝の気持ちを伝えるお礼メッセー
ジをグリーティングカードに変更し送付した。参加児氏名は他ユニットセンター取組を参考に
職員が心を込めて手書している。

取組 1-6(K) ｜詳細調査精神神経発達検査後、児の発達に関して継続した相談を希望する保
護者へ自治体担当窓口を紹介する体制構築
　詳細調査発達検査時に保護者からの生活・学習への相談に対応するため、県内全市町村
教育委員会相談窓口及び担当者を聴取し相談体制を構築した。

〇計画２(K)　質問票返送率の維持・向上
指標　県内全域での対面調査実施と並行して、質問票業務を計画通り実施し、返送率を現状

維持・向上することができる

取組 2-1(K) ｜返送方法の工夫 ( 学年質問票 )
　発送後 6か月以内の返送数が増えるよう、返送依頼時期を早めた。

1 回目　「型抜きポストカード」発送：全学年発送後 12月頃（冬休み期間）に一括で実施
していたが、学年毎発送後から1か月目に変更した。
2 回目　質問票再送：例年 2月前後に一括で実施していたが、学年毎発送後 2か月目に
変更した。

取組 2-2(K) ｜質問票郵送封筒リニューアル（図 5）
　開封率向上をねらい、刃物を使わず開封可能なミシン目加工で質問票郵送封筒を作成し、
9月より使用した。参加児が楽しみながら関心を持てるよう、デザインを ｢さすけねぇ（問題
ない）｣ 等福島の方言クイズと県地図迷路にした。

取組 2-4(K) ｜参加児間コミュニケーション創出 ( 紙巻鉛筆セット進呈 )
　質問票封筒開封率向上に加え、同じグッズを所持することにより、学校等で参加児同士の
コミュニケーションが深まり、調査参加意識が醸成されることを期待し、学年質問票発送時に
全参加児へ実用的かつ昔懐かしい紙巻鉛筆 2本セット（図 6）を封入し進呈した。

取組 2-5(K) ｜年齢質問票返送キャンペーン「カスタマイズボールペン」
　今年度開始した 12 歳年齢質問票（食事調査票あり分量が多い）返送率向上のため、
１）質問票発送時に5色芯ボールペンホルダーと赤黒リフィル芯 2本を進呈し、２）質問票
返送時、リフィル芯 3本の色希望用紙を同封、３）希望色 3本を進呈し、カスタマイズボー
ルペンを完成させるキャンペーンを開始した（図 7）。

（Ｃ）評価

〇計画１　参加者の調査参加へのモチベーション維持
　上半期実施分ほぼ達成　取組により、参加者ポータル・アカウント情報受領率は、98.9％
であった。アカウント情報が届いていない方への対応を検討する。
　「親子でチャレンジ マイ弁当つくろう！」動画総閲覧数は500回以上であった。アンケート
では「栄養バランスを考えて、お弁当を作るのが難しかった」「子どもが自分で料理をする機
会がないので、良かった」等の感想を得た。マイ弁当フォトへの応募もあり（図３）、双方向
のコミュニケーションとなったと考えられる。
　子どもアンケート回答お礼グリーティングカード送付後、「飛び出すカードで何度も開いて
楽しみました」「机に飾っています」等メッセージが寄せられた。
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　詳細調査時、子どもの心配事相談希望者への自治体等相談窓口紹介により、ニーズを持
つ住民を行政の枠組みへとつなぐ体制が構築できた。
　9月末時点の子ども現参加者数は11,879 人、現参加率（転出入調整）は、93.1％（前
年度同月末から0.4％減少）であり、目標を達成できた（表１）。また、13歳以降調査同意
率は38.2％であった（令和 5年 10月20日時点）。
　取組は、参加児のモチベーション向上、保護者の参加意欲向上につながったと考えられたが、
13歳以降調査継続につながるよう強化が必要と考える。

〇計画２　質問票返送率の維持・向上
　上半期実施分一部達成、経過観察　参加者から封筒について「方言が分からず、お母さ
んに聞いた」、紙巻鉛筆について「子どもが使って喜んでいます」、「クラスで話題になってい
ます。」などの感想が寄せられた。
　学年質問票返送率については、現時点で発送開始後 3か月以上経過している2013 年度
群では、昨年度に比べ返送率が維持されている傾向があるが、2011 年度群は伸び悩んで
いる（図 8）。
　12歳質問票返送率から、現時点ではキャンペーンの効果が現れていると考えた（図 9）。

（Ａ）改善

〇計画１　参加者の調査参加へのモチベーション維持
　13歳調査協力同意は今後他ユニットセンター取組事例等を参考に、次年度計画を検討す
る。下半期の計画を予定通り実施し評価する。

〇計画２　質問票返送率の維持・向上
　取組開始後の返送率は、発送後 6か月未満のモニタリング期間が短い暫定的なデータに
基づく評価である。さらに次年度計画検討及び年度末評価を実施する。今後もアンケートや
対面調査の機会に参加親子に取組への意見、感想を聴き、事業評価の参考とする。

イ．成果の社会還元の取組

（Ｐ）計画
（Ｄ）実施

　「次世代の子どもが健やかに育つ環境の実現」（上位目標）に向け、エコチル調査は、成果
を積極的に社会還元することが期待されている。
　調査実施機関として着実な調査実施とともに、調査フェーズ（「エコチル調査広報戦略指針」
より)に沿い、参加者をはじめ福島県民へエコチル調査継続の周知及び現時点での成果を広
く社会へ還元することを目指した。

〇計画 1(K) 学術分野における成果還元
指標　中心仮説を含む積極的な論文発表ができる

取組 1-1(K) ｜全学の研究活性化を通じた学術論文発表促進
　全学での学術成果発表促進のため、学術ワーキンググループ（以下、WG）を運営し、
定例勉強会（毎月）・学内査読・研究相談等を実施した。令和 5年 5月コアセンターより中
心仮説執筆希望調査があり、複数の課題を申請し調整後リスト掲載された課題は13題であっ
た。
　エコチル調査延長に伴い将来にわたり全学からWGへの研究者の参加が重要と考え、全
教職員対象一斉メール配信ではエコチル調査論文紹介（月1回）に加え調査期間延長、研
究協力の呼びかけを行った。



40

取組 1-2(K) ｜学術の発展・教育活動を通じた人材育成への貢献
　エコチル調査の成果等（成果発表届出対象）を含む、学会発表 2件、学会シンポジウム
講演 1件、総説寄稿 3件を行った。

〇計画 2(K) 参加者及び県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
指標　1) 参加者・県民へ調査継続及び成果の周知機会を持つ
　　　2) 環境・健康への関心へつながる取組を実施し、高い（80%以上）満足度（「よかっ

た」、「楽しかった」など）を得る（2-1・2-2）

取組 2-1(K) ｜参加児含む県民の調査認知度を高めるイベント・動画配信
　昨年度はローカル・インフルエンサーの協力を得て動画を作成、配信した。これまでの動
画よりも視聴回数が多く、認知度向上につながったと考えられた。
　感染症対策の緩和により、対面で継続した体験・学びにつながる企画を検討し、今後数年
間は県内各地域資源を活用してイベントを開催することとした。
　令和 5年度は、環境水族館アクアマリンふくしまと共催のイベントとし（下記）、親子の水
族館入場券付で募集した（図 10）。動画は10月末配信した。
▪第一部／センター長による「エコチル調査でわかってきたこと」の紹介
▪第二部／水族館職員による見どころ紹介、海洋生物やそのはく製に触れるワークショップ（生

物にとってよりよい環境について学び考える機会）

取組 2-2(U) ｜研究成果還元資料の作成・配付
　「エコチル調査からわかってきたこと　エコチル★ふくしま版」（A4サイズ 1枚両面（小学
校のお知らせ仕様））第 3号を11月発行予定とし、参加者へはニューズレターに同封し配付
する（図 11）。一般向けにホームページへ掲載する。

取組 2-3(K) ｜県民（一般）との成果共有、調査に対する理解の醸成
▪自治体等主催イベントへのブース出展：郡山市こどもまつり（5月）、地域健康イベント（12
月）の計 2イベントに出展し、調査や成果を周知する。
▪広報ポスター第 3 版（図 12）作成：内容を一般向けから子ども向けに更新し、これまで
の配布先に加え県内全小学校へ配付した。

〇計画 3(K) 県内学校保健・教育分野との連携強化
指標　学校保健・教育分野の地域運営協議会委員と調査の円滑な実施や成果還元において

連携が強化できる

取組 3-1(N) ｜中学校教育関係者との関係構築
　次年度より参加児の中学校入学が始まることから、中学校教育関係者との連携が必要と考
え、下半期に県中学校校長会長を訪問、及び、中核市中学校校長会においてエコチル調査
について説明する機会を持つことを計画した。

取組 3-2(K) ｜質問票回答集計結果資料掲載データ活用に向けた準備
　昨年度作成した質問票回答集計結果小冊子（以下、小冊子）（図 13）を参加者、関係者
のほか、県内全小学校へ配付し、集計結果データは利用可能と申し添えた。データ提供用に
各図表の画像（jpeg/png 形式）ファイルを作成した。
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（Ｃ）評価

〇計画 1　学術分野における成果の還元
　当初予定より大きな結果が得られた　学術WG構成員は、全学より14講座等から68
名を登録した（新規 2名参加）。上半期受理された論文は8編（前年と同様）であった（図
14）。追加調査研究により、1名が博士号を取得した。
　中心仮説執筆予定課題が 13題追加となり指標達成に近づいた。一方、データ利用者の
およそ 3分の 1が課題申請に至らない状況があった。
　社会還元として、「産婦人科診療ガイドラインー産科編 2023」クリニカル・クエスチョン
回答に関係者の執筆論文が引用文献の 1つとして採用された。

〇計画 2　参加者及び県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
　上半期実施分ほぼ達成　2-1　サマースクールには、応募者多数で抽選し、小学生親子
39組 101名が参加した。アンケートでは、イベントに対して90%以上の親子から「楽しかっ
たと」回答があった。また、複数の子どもから「エコチル調査を知らなかった」と回答があり、
周知する機会となった。下半期計画を予定通り実施する。

〇計画 3　県内学校保健・教育分野との連携強化
　上半期ほぼ達成　計画を実施したが、これまでに小冊子データ利用問合せはなかった。
下半期は、中学校教育関係者への説明を計画通り進める。

（Ａ）改善

〇計画 1　学術分野における成果の還元
　固定データ用いた成果発表促進のため、執筆課題未申請のWG構成員希望者を対象とし
た固定データからの解析データセット作成相談体制を構築する。

〇計画２　参加者及び県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
　13歳以降調査継続につながるよう、参加児を含む県民にエコチル調査継続について周知、
理解いただく取組を企画する。

〇計画 3　県内学校保健・教育分野との連携強化
　次年度は県内７地域の中学校校長会会長に調査についてご理解いただき、地域運営協議
会へ参画いただけるよう働きかける。
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福島ユニットセンター PDCA サイクルにおける取組状況　参考資料
図 1　オリジナル・エール集「キミたちへ贈る言

こと
の葉

は
」

図 3　ふれあい会「親子でチャレンジ マイ弁当をつくろう!」2　
　　　マイ弁当ワークシート（様式）と応募いただいたマイ弁当フォト

図 2　ふれあい会「親子でチャレンジ マイ弁当をつくろう!」1　動画配信

スーパー弁当 祖父母が育てた野菜たっぷり弁当

パピプ弁当

応募いただいたマイ弁当フォト

名言や心に響く言葉からユニットセンター職員が小学 6年生に届けたいメッセージを選
んだ。

挿絵はイラストレーターに、エール集の主旨を伝え依頼した

レシピ紹介（図は「カレー味たま」の材料）

（動画配信）エコチルふくしまチャンネル
https://www.youtube.com/watch?v=7bgdNJdmEJY

マイ弁当ワークシート（様式）
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図 4　子どもアンケート回答へのお礼 グリーティングカード（はがきから変更）

図 5　リニューアルした質問票発送用封筒 図 6　「紙巻鉛筆青・赤」セット
（学年質問票郵送封筒に封入して進呈）

図 7　カスタマイズボールペンキャンペーン（12 歳質問票）

親子のコミュニケーションも
生まれることを期待

イラストが飛び出て、立て
て飾れる仕様

リフィル芯の色は、スカイブ
ルー、ライムグリーン、ベビー
ピンク、オレンジ、バイオレット
の 5色から選択

届いたリフィル芯を入
れたらカスタマイズ
ボールペンの完成

①
12 歳質問票郵送時、5色芯が
入るボールペンホルダーと黒赤
2色のリフィル芯を封入して進呈

②
12歳質問票返送時、自分の好
みのリフィル芯色を記入し、申
込用紙を返送

③
希望色のリフィル
芯 3本を進呈

この辺りにミシン目加工が施されている

クイズ・迷路の答えは、ユニットセンター　キッズページ（ホームページ）に掲載
エコチル★ふくしま　キッズページ
https://www.ecochil-fukushima.jp/kids/k_make/
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表 1　子ども現参加者数（令和 4 年 9 月末時点、令和 5 年 9 月末時点）

対象者 転出 転入 本人
死亡

代諾者
消失

住所
不明 その他 現参加者数 現参加率

（転出入調整）
令和 4年 9月末時点 220 143 24 733 61 10 11.958 93.5%
令和 5年 9月末時点 230 144 25 780 65 13 11.897 93.1％

令和 5年 9月30日時点での福島ユニットセンターのデータに基づき集計した暫定的な数値です

図 8　令和 5 年度学年質問票返送状況　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年 10月20日時点
・対象　平成 23年度生まれ、平成 25年度生まれの参加児（学年質問票発送後 1か月以上経過した群）
・対象群の現時点での今年度発送した学年質問票と昨年度発送した学年質問票の返送率を確認した。
※　破線は、集計時点で発送後 2カ月以上経過していない事例があるため暫定値を表す。

図 9　6 月から 9 月までに 12 歳質問票を発送した群の 11 歳と 12 歳質問票返送状況
令和 5年 10月20日時点

・対象　平成 23年 7月～ 10月生まれ参加児のうち9月末までに質問票を発送した参加者
・9月末までに11歳質問票発送数　360件発送、12歳質問票発送数　359件発送
・月ごとの累積発送数と累積返送数から返送率を算出した。

令和5年 10月20日時点での福島ユニットセンターのデータに基づき集計した暫定的な数値です

令和 5年 10月20日時点での福島ユニットセンターのデータに基づき集計した暫定的な数値です

平成25年度生まれ（R5_小学4年、R4_小学3年） 平成23年度生まれ（R5_小学6年、R4_小学5年）

　平成 25年度生まれ群では、小学 4年質問票発送後 2か月未満時点で昨年度発送した小学 3年質問票返
送率とほぼ同じとなった。発送後 2か月目のリマインドの効果が期待できる。
　平成 23年度生まれ群では、小学 5年質問票返送率は、昨年度発送した小学 5年質問票返送率を下回り、
リマインドを2か月目に早めた効果は確認できなかった。
　令和 5年度はモニタリング期間が短いため引き続き経過を確認する。

　現時点でほぼ同じ群において、12歳質問票返送率は11歳質問票返送率より向上している傾向が見られた。
しかし、令和 5年度はモニタリング期間が短いため引き続き経過を確認する。
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図 11　成果還元資料の配付方法と学年質問票返送率
　　　　（発送後 6 か月以上）の推移　令和5年10月20日時点

図 14　福島ユニットセンター　成果発表状況
令和 5年 10月20日時点

図 13　小冊子

令和 4 年度
質問票返送率向上の意図も追加し、資料は学年質問票に同梱に変更
した。
令和 5 年度
6 月学年質問票返送率を確認したところ前年より下回っており効果が
確認できなかった。令和 5年度は配付方法を見直し、「ニューズレター
同梱」に戻し配付する。
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※R3アブストラクト方式開始時
一括申請した課題含む

H30年度まで R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

図 10　サマースクール

図 12　広報ポスター（第 3 版）

タッチプールで海の生き物を観察

（動画配信）エコチルふくしまチャンネル
https://www.youtube.com/watch?v=t2RPDMQ06Xk

第 129回～第155回ユニットセンター実務担当者WEB会議資料をもとに作成

小学校や自治体、地域医療機関に掲示
していただくことを期待し、A3サイズ
で作成。

令和 5年 10月 20日時点での福島ユニットセンター
のデータに基づき集計した暫定的な数値です

表紙

質問票集計結果（抜粋）
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ニューズレターの発行
2023 年秋・冬号（令和 5年 11 月発行）
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2024 年春号（令和 6年 3 月発行）


